
 

 

子ども・子育て支援法改正案における『待機児童対策協議会』

に関する各市町村の意向確認等について 

 

 

 本県において「待機児童対策協議会」の設置の検討にあたり、各市町

村の意向等を把握するため、県内６３市町村に対し、調査を行ったもの。 

 

 

１．埼玉県における待機児童対策協議会の設置の必要性について 

   必  要：５３ 

   不  要： ８ 

   回答保留： ２ 

 

 

２．待機児童対策協議会への参加・不参加について 

   参 加：４５ 

   不参加：１６ 

 

 

３．協議したい事項（主なもの） 

  ・保育の受け皿確保 

  ・保育人材の確保 

  ・保育人材の資質の向上 

  ・県単位での保育の受け皿確保、広域利用の推進 

  ・保育士の子どもの保育所への優先入所の広域利用 

  

  ※認可化移行に関して協議したい意向の市町村はない。 
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